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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

　

回次
第85期
第２四半期
連結累計期間

第86期
第２四半期
連結累計期間

第85期

会計期間
自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日

自　平成23年４月１日
至　平成23年９月30日

自　平成22年４月１日
至　平成23年３月31日

売上高 (千円) 10,070,119 10,595,624 20,585,206

経常利益 (千円) 224,909 198,394 432,010

四半期(当期)純利益 (千円) 145,869 111,344 252,227

四半期包括利益又は包括利益 (千円) △26,263 76,833 134,265

純資産額 (千円) 7,162,298 7,274,444 7,268,366

総資産額 (千円) 12,599,187 12,799,019 12,696,879

１株当たり四半期(当期)
純利益金額

(円) 11.42 8.72 19.75

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 56.8 56.8 57.2

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 196,033 350,758 150,868

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 136,333 112,702 224,780

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △54,169 △54,108 △108,405

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 772,695 1,234,038 761,742

　

回次
第85期
第２四半期
連結会計期間

第86期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年７月１日
至  平成22年９月30日

自  平成23年７月１日
至  平成23年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 5.24 2.13

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し
ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．第85期第２四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」(企
業会計基準第25号  平成22年６月30日)を適用し、遡及処理しております。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており
ません。

　

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】
当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項
のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に
記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。
　なお、重要事象等は存在しておりません。
　

２ 【経営上の重要な契約等】
当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

　

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）
が判断したものであります。
　
(1) 経営成績の分析

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から徐々に立ち直りつつあ
るものの、急激な円高の進行にギリシャの債務危機に端を発した欧米の景気減速、新興国のインフレ懸
念などが加わり、先行き不透明な状況で推移いたしました。
　このような状況の下、当社グループは、お客さま本位の積極的な営業活動に注力するとともに、市場の
変化を先取りした提案型営業活動の推進など、営業施策の強化に努めてまいりました。
　これらの結果、売上高は105億９千５百万円（前年同期比5.2％増）、営業利益は１億５千６百万円
（前年同期比8.8％減）、経常利益は１億９千８百万円（前年同期比11.8％減）、四半期純利益は１億
１千１百万円（前年同期比23.7％減）となりました。
　事業分野別の売上概況は、次のとおりであります。
　
＜土木・建材資材関連分野＞
土木関連分野では、電信柱・地盤強化用の支柱などのコンクリート二次製品関連は、震災復興需要
により伸長いたしましたが、セメント添加用薬剤関連は、公共事業の縮小や供給元の震災被害による
影響などから減収となりました。
　建材資材関連分野では、震災用仮設住宅関連の造作部材などの出荷が増加したほか、注文住宅も堅
調に推移し大幅な増収となりました。
　この結果、売上高は29億９百万円（前年同期比7.0％増）となりました。
　

＜情報・輸送機器関連分野＞
情報関連分野では、薄型ＴＶ等のデジタル家電の大幅な生産縮小を受けて電子部品関連は苦戦し
たものの、タブレット型情報端末の表示関連が好調で増収となりました。
　輸送機器関連分野では、車両用内装塗料・接着剤用薬剤は、国内生産の大幅な減少により低迷しま
したが、海外生産用の部品は堅調で、特に成形樹脂が順調に推移し増収となりました。
　この結果、売上高は38億２千４百万円（前年同期比7.4％増）となりました。
　

＜日用品関連分野＞
日用品関連分野では、製靴関連が震災後の工場等の稼動状況の悪化から関連資材が低迷したほか、
化粧品関連も末端需要の低迷による新製品の発売延期等が影響し、関連薬剤が低調に推移し減収と
なりました。
　フィルム関連分野では、農業用フィルム、包装用軟質フィルムが震災の影響による供給不足から代
替需要が発生し増収となりました。
　この結果、売上高は14億９千６百万円（前年同期比0.2％増）となりました。
　

＜化学工業関連分野＞
繊維関連分野では、国内の繊維二次加工品が安価な海外品の影響を受けて縮小しましたが、産業用
・繊維用薬剤は伸長し増収となりました。
　化学工業関連分野では、接着剤や塗料関連が震災後の供給不足から、新規輸入化学品やインキ・
フィルムラミネート用化学品が好調で増収となりました。
　この結果、売上高は23億６千万円（前年同期比3.0％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析
①資産の部
流動資産は前連結会計年度末に比べ、１億６千１百万円増加し、90億４千５百万円となりました。
　これは主に、現金及び預金が４億７千２百万円、商品が３千９百万円増加し、受取手形及び売掛金が１
億７千７百万円、有価証券が１億６千万円減少したことによるものであります。
　固定資産は前連結会計年度末に比べ、５千９百万円減少し、37億５千３百万円となりました。
　これは主に、投資有価証券が１億５百万円減少したことによるものであります。
　この結果、総資産は前連結会計年度末に比べて、１億２百万円増加し、127億９千９百万円となりまし
た。

　
②負債の部
流動負債は前連結会計年度末に比べ、１億１百万円増加し、51億４千５百万円となりました。 
　これは主に、支払手形及び買掛金が１億１千５百万円増加したことによるものであります。
　固定負債は前連結会計年度末に比べ、５百万円減少し、３億７千９百万円となりました。
　この結果、負債合計は前連結会計年度末に比べて、９千６百万円増加し、55億２千４百万円となりまし
た。
　
③純資産の部
純資産合計は前連結会計年度末に比べ、６百万円増加し、72億７千４百万円となりました。 
　これは主に、利益剰余金が４千１百万円増加し、その他有価証券評価差額金が２千１百万円減少した
ことによるものであります。
　

(3) キャッシュ・フローの状況
当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という。）は、12億３千４
百万円となり前年同四半期連結累計期間に比べ４億６千１百万円増加いたしました。
　各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 
　
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
営業活動の結果、増加した資金は３億５千万円（前年同四半期連結累計期間は１億９千６百万円の
増加）となりました。
　これは主に、税金等調整前四半期純利益１億９千８百万円、売上債権の減少２億３千８百万円、仕入債
務の増加２千９百万円の収入に対し、法人税等の支払額８千万円、たな卸資産の増加３千８百万円の支
出によるものです。
　
（投資活動によるキャッシュ・フロー）
投資活動の結果、増加した資金は１億１千２百万円（前年同四半期連結累計期間は１億３千６百万
円の増加）となりました。
　これは主に、有価証券及び投資有価証券の売却及び償還１億６千万円の収入に対し、長期貸付け４千
万円の支出によるものであります。
　
（財務活動によるキャッシュ・フロー）
財務活動の結果、減少した資金は５千４百万円（前年同四半期連結会計期間は５千４百万円の減
少）となりました。
　これは主に、配当金の支払５千３百万円の支出によるものであります。
　

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題
当第２四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生
じた課題はありません。
　なお、当社は「会社の支配に関する基本方針」を定めており、その内容は以下のとおりであります。
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　会社の支配に関する基本方針
　
①基本方針の内容
当社は、当社の支配権の移転を伴う買付提案がなされた場合、その判断は最終的には株主全体の意思
に基づき行われるべきものと考えております。従って、当社株式の大規模買付行為や買収提案がなされ
た場合、これが当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上に資するものであれば、これを否
定するものではありません。
　しかしながら、株式の大規模買付行為のなかには、その目的、態様等からみて企業価値・株主共同の利
益に資さないものも少なくなく、当社の企業価値及び株主共同の利益に重大な影響を及ぼす可能性を
内包しております。また、株式の大規模買付行為のなかには、当該買付行為が明らかに濫用目的による
ものと認められ、その結果として当社株主全体の利益を著しく損なうものもないとは言えません。
　当社は、当社の経営にあたっては目先の利益追求ではなく、化学品のサービスを通じて、様々な顧客の
ニーズを地道に汲み取り、これに応じた商品提供の実績を積み重ねるという、中長期的に企業価値向上
に取り組む経営が、株主の皆様全体の利益、同時に当社のユーザーであるお取引先等の皆様の利益に繫
がるものと考えております。
　従って、当社取締役会は、当社の企業価値及び株主共同の利益を最大化していくためには、中長期的な
観点から、このような当社の企業価値を生み出す源泉を育て、強化していくことが最も重要であって、
当社の財務及び事業の方針は、このような認識を基礎として決定される必要があると考えます。当社株
式の買付を行う者がこれら当社の企業価値の源泉を理解し、これらを中長期的に確保し、向上させられ
るのでなければ、当社の企業価値ひいては株主共同の利益は毀損されることになります。
　

②基本方針の実現に資する取り組み
a.当社の企業価値の源泉

当社は、昭和21年７月の創業以来、染料、工業薬品等の化学品商社として、業界において確たる地位
を築いております。当社は、設立当初から、社内に「試験室」を設置するなど技術指向型の営業活動
を展開しており、メーカーに対する顧客ニーズと技術情報の的確な提供、新商品の開発に関するメー
カーとの協業、得意先に対する専門的な商品情報や商品特性のスピーディな提供、技術サービスの実
施など、単なる流通事業の一翼を担う業態とは異なる営業活動を行っております。事業範囲は、土木
・建材資材関連分野、情報・輸送機器関連分野、日用品・フィルム関連分野、繊維・化学工業関連分
野などをターゲットとし、顧客中心の営業活動を通して、顧客とともに発展を遂げ、環境保全が人類
共通の課題であることを認識し、市場における信用を培いつつ社会に貢献することを経営の基本方
針としております。
このように、当社は、技術指向型の営業活動による化学品の提供サービスを通じて、様々な顧客の
ニーズを汲み取り、メーカーとの協業等を通じて顧客のニーズに応じた商品を提供していく実績の
積み重ねが、当社を新たなるステップへ導き、更なる成長・飛躍を可能にするものと考えており、こ
のようなビジネスモデルの維持・発展こそが当社の企業価値の源泉であると考えております。
　

b.当社の企業価値向上への取り組み
当社は、急速に多様化している顧客ニーズに対して迅速・的確な対応を図るため、競争力のある企
業体制を構築すべく、以下のような中期的な経営方針を策定しており、これらに基づき人材の育成、
営業体制ならびに管理体制の強化を図るとともに、戦略的・重点的な経営資源の投入を行い、今後も
継続的に企業活動を強化・推進する所存です。
(ⅰ)収益向上への取り組み

　顧客ニーズの高度化に柔軟かつ迅速・的確に対応するため、顧客密着型の営業活動を通じて、
当社の強みである技術指向型の営業活動を強化します。また、これらの顧客密着型の営業活動
は、顧客のみならず仕入先の各メーカーとの間でも展開し、製造・加工から販売に至る全ての工
程に目を向け、それぞれの機能を有機的に連携させ、より付加価値率の高い新商品開発に取り組
み、その成果を提案型営業に繋げて事業成績の向上を図る所存です。
　また、既存市場をベースにしつつも建材資材分野、情報・輸送機器分野を中心に広い視野を
もって新しい市場・成長市場の開拓ならびに新規事業の開発を更に加速させることにより、引
き続き積極的な事業展開を進めてまいります。

(ⅱ)環境保全と環境配慮型商品の拡販ならびに品質マネジメントシステムによる高品質体制維持の
取り組み
　国際的な規模で地球温暖化機運が高まるなか、環境保全が企業の社会的責任として益々重要に
なることを十分に意識し、今後も一層、環境配慮型商品の拡販に努めると同時に、ＩＳＯ認証に
よる品質マネジメントシステムの維持に努力します。また、この機会を商機と捉え、これまで以
上に環境にやさしい企業活動の推進を強化してまいります。
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(ⅲ)海外展開の充実と新市場への取り組み

　国際的にも最も大きな発展が期待されている東南アジア市場を視野に入れ、平成７年に東洋紡
績株式会社との合弁で三東洋行有限公司（香港）を、平成14年には独資でSANKYO KASEI
SINGAPORE PTE.LTD.を、また平成19年には中国国内市場への対応を図るべく、独資にて中国上海
市に産京貿易（上海）有限公司を設立し、それぞれ営業基盤の拡大を図ってまいりました。更に
平成22年８月には、東南アジア市場での営業基盤を確固たるべきものとするため、４番目の海外
拠点として、タイ王国バンコック市にSANKYO KASEI(THAILAND)CO.,LTD.を独資で設立いたしま
した。
　これらの４ヶ所の海外拠点と国内事業所の情報共有化を一段と強化し、加えて国内メーカーと
の協業をより一層進めるなど、密接な連携のもとに新たな事業基盤を拡大・整備し、当社グルー
プ全体の業績向上に繋げる所存であります。
　これらの新商品展開、新市場の開拓、新規事業の開発、海外市場の拡大にあたっては、既存の営
業におけると同様に与信管理を徹底し不測の損失を被ることのないよう社員教育を徹底するな
ど、内部統制機能を更に強化し、企業価値の向上の実現のため徹底を行ってまいります。
　

c.株主への還元について
当社は、株主の皆様に対して、収益に対応して利益を還元することを経営上の重要課題と考えてお
ります。一方で、経営体質、財務体質の強化、ならびに業容拡大に備えるため、一定の内部留保を充実
させることも当社の競争力の維持強化や事業構造の改革には必要であり、これらを総合的に勘案し
ながら、安定した配当の継続を実施していく方針です。
　

③不適切な支配の防止のための取り組み
当社は、企業価値・株主共同の利益を毀損する恐れのある大規模買付行為を未然に防止するため、平
成20年５月15日開催の取締役会において、「当社株式の大規模買付行為に関する対応策（買収防衛
策）導入の件」を決議し、そのうえで平成20年６月27日開催の第82期定時株主総会において議案とし
てお諮りし、株主の皆様のご承認をいただきました。
　この対応策は、有効期間を平成23年３月期の事業年度に係る定時株主総会の終結の時までとしている
ことから、その後の買収防衛策をめぐる諸々の動向や平成20年６月30日に企業価値研究会が公表した
「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在り方」を踏まえ、これを一部変更し、平成23年６月29
日開催の第85期定時株主総会において「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛
策）」として継続することを決議いたしました。
　なお、その詳細はインターネット上の当社ウエブサイト（ホームページアドレスhttp://www.
sankyokasei-corp.co.jp/ir/financial.html）に掲載しています。
　

④上記取り組みに対する当社取締役会の判断及びその理由
当社取締役会は、これらの取り組みが、当社の支配の基本方針に沿うものであり、企業価値・株主共
同の利益を損なうものではないと考えております。
　また、上記③の「当社株式の大規模買付行為に関する対応方針（買収防衛策）」においては、大規模
買付行為があった際には、当社取締役会は独立委員会の開催を要請し、買収提案内容及び対抗措置につ
いて、同委員会による評価・勧告に原則として従うものとしていること、また対抗措置はあらかじめ定
められた合理的な客観的要件に該当する場合にのみ発動されるものであることから、当社取締役会の
恣意的判断を排除し、大規模買付ルールの遵守や対抗措置発動の是非に関する判断の公正性・透明性
の確保を図っており、取締役の地位や維持を目的とするものではありません。
　

(5) 研究開発活動
該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】
　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 51,850,000

計 51,850,000

　
② 【発行済株式】

　

種類
第２四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成23年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成23年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 15,600,00015,600,000
大阪証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は1,000株であり
ます。

計 15,600,00015,600,000― ―

　

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。
　

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
　

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
　

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】
　

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年９月30日 ― 15,600,000 ― 1,716,600 ― 1,433,596

　

(6) 【大株主の状況】
平成23年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

有限会社新光企画 大阪市中央区北久宝寺町１丁目９番８号 1,426 9.14

大同生命保険株式会社 大阪市西区江戸堀１丁目２番１号 800 5.13

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区内幸町１丁目１番５号 630 4.04

小　川　和　夫 大阪府吹田市 396 2.54

竹　田　和　平 名古屋市天白区 385 2.47

花王株式会社
東京都中央区日本橋茅場町
１丁目14番10号

351 2.25

グンゼ株式会社 大阪市北区梅田１丁目８番17号 346 2.22

三京化成従業員持株会 大阪市中央区北久宝寺町１丁目９番８号 339 2.18

シーアイ化成株式会社 東京都中央区京橋１丁目18番１号 272 1.75

ナカバヤシ株式会社 大阪市中央区北浜東１丁目20番 271 1.74

計 ― 5,218 33.45

(注) 　当社が保有する自己株式数は2,811千株（18.02％）であります。  
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(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】
平成23年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式

2,811,000
― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

12,619,000
12,619 ―

単元未満株式
普通株式

170,000
― 一単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数 15,600,000― ―

総株主の議決権 ― 12,619 ―

(注)　「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式20株が含まれております。
　

② 【自己株式等】
平成23年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 　 　 　 　 　

三京化成株式会社
大阪市中央区北久宝寺町
１丁目９番８号

2,811,000 ― 2,811,000 18.02

計 ― 2,811,000 ― 2,811,000 18.02

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号)に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成23年７月１日

から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９月30日まで)

に係る四半期連結財務諸表について、大阪監査法人により四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

前連結会計年度
(平成23年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成23年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,331,742 1,804,038

受取手形及び売掛金 6,840,809 6,663,306

有価証券 260,170 100,010

商品 374,388 413,397

その他 77,233 77,460

貸倒引当金 △342 △12,256

流動資産合計 8,884,002 9,045,956

固定資産

有形固定資産 786,893 778,298

無形固定資産 39,252 34,012

投資その他の資産

投資有価証券 2,727,633 2,621,874

その他 280,821 375,463

貸倒引当金 △21,724 △56,585

投資その他の資産合計 2,986,730 2,940,751

固定資産合計 3,812,877 3,753,062

資産合計 12,696,879 12,799,019

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 4,785,024 4,900,193

未払法人税等 81,723 89,195

賞与引当金 60,154 67,574

役員賞与引当金 15,000 6,000

その他 101,720 82,548

流動負債合計 5,043,622 5,145,510

固定負債

退職給付引当金 1,430 1,586

役員退職慰労引当金 190,622 184,034

その他 192,838 193,443

固定負債合計 384,890 379,063

負債合計 5,428,513 5,524,574

純資産の部

株主資本

資本金 1,716,600 1,716,600

資本剰余金 1,433,599 1,433,600

利益剰余金 4,603,723 4,644,734

自己株式 △574,931 △575,352

株主資本合計 7,178,992 7,219,582

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 59,828 38,273

土地再評価差額金 29,545 29,545

為替換算調整勘定 － △12,955

その他の包括利益累計額合計 89,374 54,862

純資産合計 7,268,366 7,274,444

負債純資産合計 12,696,879 12,799,019
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

売上高 10,070,119 10,595,624

売上原価 9,170,076 9,645,652

売上総利益 900,042 949,971

販売費及び一般管理費 ※１
 728,663

※１
 793,665

営業利益 171,379 156,306

営業外収益

受取利息 8,774 7,787

受取配当金 25,430 25,147

持分法による投資利益 8,186 －

仕入割引 2,543 2,914

その他 14,149 17,051

営業外収益合計 59,084 52,900

営業外費用

持分法による投資損失 － 6,069

売上割引 3,301 3,353

その他 2,252 1,389

営業外費用合計 5,554 10,812

経常利益 224,909 198,394

特別利益

投資有価証券売却益 26,207 －

貸倒引当金戻入額 1,143 －

特別利益合計 27,350 －

特別損失

固定資産売却損 2,236 －

固定資産除却損 25 －

その他 69 68

特別損失合計 2,331 68

税金等調整前四半期純利益 249,928 198,325

法人税、住民税及び事業税 104,058 86,980

法人税等合計 104,058 86,980

少数株主損益調整前四半期純利益 145,869 111,344

四半期純利益 145,869 111,344
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【四半期連結包括利益計算書】
【第２四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

少数株主損益調整前四半期純利益 145,869 111,344

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △171,524 △22,126

為替換算調整勘定 － △12,955

持分法適用会社に対する持分相当額 △608 571

その他の包括利益合計 △172,133 △34,511

四半期包括利益 △26,263 76,833

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △26,263 76,833

少数株主に係る四半期包括利益 － －
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 249,928 198,325

減価償却費 17,688 16,311

貸倒引当金の増減額（△は減少） △75,999 46,776

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,581 7,420

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △9,000 △9,000

退職給付引当金の増減額（△は減少） 174 156

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △9,755 △6,588

前払年金費用の増減額（△は増加） △8,558 2,881

受取利息及び受取配当金 △34,205 △32,934

持分法による投資損益（△は益） △8,186 6,069

有形固定資産除却損 25 －

有形固定資産売却損益（△は益） 2,236 －

投資有価証券売却損益（△は益） △26,207 －

売上債権の増減額（△は増加） 65,210 238,155

たな卸資産の増減額（△は増加） △92,281 △38,721

その他の資産の増減額（△は増加） 73,087 △42,160

仕入債務の増減額（△は減少） 141,612 29,333

その他の負債の増減額（△は減少） 7,135 △27,735

未払消費税等の増減額（△は減少） △21,556 8,731

その他 △1,264 △332

小計 275,662 396,687

利息及び配当金の受取額 41,877 34,179

法人税等の支払額 △121,507 △80,109

営業活動によるキャッシュ・フロー 196,033 350,758

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △100,000 △500,000

定期預金の払戻による収入 － 500,000

有価証券の売却による収入 50,000 －

有形固定資産の取得による支出 △4,035 △1,330

有形固定資産の売却による収入 531 －

投資有価証券の取得による支出 △7,007 △7,466

投資有価証券の売却による収入 271,710 －

有価証券及び投資有価証券の売却及び償還によ
る収入

－ 160,000

関係会社株式の取得による支出 △74,958 －

長期貸付けによる支出 － △40,000

長期貸付金の回収による収入 － 1,500

その他 92 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 136,333 112,702
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（単位：千円）

前第２四半期連結累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成23年４月１日
　至 平成23年９月30日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

自己株式の取得による支出 △196 △435

自己株式の売却による収入 － 14

配当金の支払額 △53,973 △53,687

財務活動によるキャッシュ・フロー △54,169 △54,108

現金及び現金同等物に係る換算差額 － 900

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 278,197 410,253

現金及び現金同等物の期首残高 494,498 761,742

新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 － 62,043

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※１
 772,695

※１
 1,234,038
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【継続企業の前提に関する事項】
　該当事項はありません。

　
【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

(1) 連結の範囲の重要な変更
第１四半期連結会計期間より、重要性が増した産京貿易（上海）有限公司を連結の範囲に含めております。

(2) 持分法適用の範囲の重要な変更
該当事項はありません。

　
【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

税金費用の計算 　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を
合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方
法を採用しております。

　
　
【追加情報】

　
当第２四半期連結累計期間

(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

　第１四半期連結会計期間の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤
謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に
関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月４日）を適用しております。

　
　
　
【注記事項】
(四半期連結損益計算書関係)

　
前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年９月30日)

※１　販売費及び一般管理費の主なもの
　　　　給料及び手当　　　　　　　　　 240,682千円
　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  66,320千円
　　　　役員賞与引当金繰入額　　　　　   6,000千円
　　　　退職給付引当金繰入額　　　　　  26,298千円
　　　　役員退職慰労引当金繰入額　　 　  8,277千円

※１　販売費及び一般管理費の主なもの
　　　　給料及び手当　　　　　　　　　 242,286千円
　　　　賞与引当金繰入額　　　　　　　  66,892千円
　　　　役員賞与引当金繰入額　　　　　   6,000千円
　　　　退職給付引当金繰入額　　　　　  26,395千円
　　　　役員退職慰労引当金繰入額　　 　  9,503千円
　　　　貸倒引当金繰入額　　　　　　　　46,837千円

　

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)
　

前第２四半期連結累計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成23年４月１日
  至　平成23年９月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成22年９月30日現在)

現金及び預金 1,442,695千円

預入期間が３か月超の
定期預金

△670,000千円

現金及び現金同等物 772,695千円

※１　現金及び現金同等物の当第２四半期連結累計期間

末残高と当第２四半期連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係(平成23年９月30日現在)

現金及び預金 1,804,038千円

預入期間が３か月超の
定期預金

△570,000千円

現金及び現金同等物 1,234,038千円
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(株主資本等関係)
前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)
１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月29日
定時株主総会

普通株式 54,367 4.25平成22年３月31日 平成22年６月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計
期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年11月４日
取締役会

普通株式 54,363 4.25平成22年９月30日 平成22年12月10日 利益剰余金

　
３．株主資本の著しい変動
　該当事項はありません。

　
当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)
１．配当金支払額

　

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年６月29日
定時株主総会

普通株式 54,362 4.25平成23年３月31日 平成23年６月30日 利益剰余金

　
２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計
期間の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年11月４日
取締役会

普通株式 54,353 4.25平成23年９月30日 平成23年12月６日 利益剰余金

　
３．株主資本の著しい変動
　該当事項はありません。

　
　
　
　
　

(セグメント情報等)
【セグメント情報】

Ⅰ  前第２四半期連結累計期間(自  平成22年４月１日  至  平成22年９月30日)
事業の種類として「各種商品販売を行う商社」といわれる単一セグメントに従事しております。
従って、セグメント情報の記載を省略しております。

　
Ⅱ  当第２四半期連結累計期間(自  平成23年４月１日  至  平成23年９月30日)

事業の種類として「各種商品販売を行う商社」といわれる単一セグメントに従事しております。
従って、セグメント情報の記載を省略しております。

　

(金融商品関係)
金融商品の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変
動がありません。

　

(有価証券関係)
有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変
動がありません。

　

(デリバティブ取引関係)
ヘッジ会計を適用しておりますが、重要性が乏しいため、記載を省略しております。
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(１株当たり情報)
１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第２四半期連結累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自  平成23年４月１日
至  平成23年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 11円42銭 ８円72銭

 (算定上の基礎) 　 　

 四半期純利益金額(千円) 145,869 111,344

 普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

 普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 145,869 111,344

 普通株式の期中平均株式数(千株) 12,772 12,769

 (注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　
(重要な後発事象)
該当事項はありません。

　

　

　

２ 【その他】

第86期(平成23年４月１日から平成24年３月31日まで)中間配当については、平成23年11月４日開催の
取締役会において、平成23年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を
行うことを決議いたしました。
①　中間配当の総額 54,353千円
②　１株当たり中間配当金 4.25円
③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成23年12月６日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成23年11月９日

三京化成株式会社

取締役会  御中

　

大阪監査法人

　

代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    平    井    文    彦    印

　
代表社員
業務執行社員

　 公認会計士    加    藤    功    士    印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている三京
化成株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平
成23年７月１日から平成23年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成23年４月１日から平成23年９
月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連
結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。
　
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して
四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のな
い四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。
　
監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸
表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レ
ビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施
される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において
一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手
続である。
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
　
監査人の結論
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正
妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、三京化成株式会社及び連結子会社の平成23年
９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・
フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。
　
利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以  上
　

 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報

告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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